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巻頭言� 臨床農業経営研究への道�

朝日泰蔵（あさひ たいぞう）�
福井県農業試験場　企画・指導部長�
�

�

　秋田県の照井義宣さんの「現場を動かす力」（農

業経営通信No.252巻頭言）を、共感を持って読ま

せていただいた。「次のステージとして、自らの豊

富な知識や研究成果を生かし、まだ現場にほとん

ど存在しない先導的な事例を、研究が主導し、現

場と行政が一緒に「作り上げる」という取組も期

待します。」という文脈に、農業経営研究者は実践

者でもあって欲しい、という意味が込められてい

ると、私は受け取った。�

�

　これに関連して、中村雄二郎は「臨床の知」を

提唱している。「近代科学の知」と比較し、「臨床

の知」の特色として、次の三点をあげている 1)。�

「第一に、近代科学の知が原理上客観主義の立場か

ら、物事を対象化し冷ややかに眺めるのに対して、

それは、相互主体的かつ相互作用的にみずからコミッ

トする。いいかえれば、物事と自己との間に生き

生きとした関係を保つようにする。次に第二には、

近代科学の知が普遍主義の立場に立って物事をもっ

ぱら普遍性（抽象的普遍性）の観点から捉えるの

に対して、それは、個々の事例や場合を重視し、

したがってまた、物事の置かれているトポス場所

を重視する。いいかえれば、普遍主義の名のもと

に自己の責任を解除しない。そして第三には、近

代科学の知が分析的、原子論的であり論理主義的

であるのに対して、それは、総合的、直感的であり、

共通感覚的である。いいかえれば、表層の現実だ

けでなく深層の現実にも目を向ける。」�

　今年、福井県農業試験場では８年ぶりに経営研

究グループが再発足した。どういう研究スタイル

をとるか、中央農業研究センター農業経営研究領

域上席研究員にご指導をいただいた。そのなかで

「アクションリサーチという手法もあるよ」という

助言を受けた。矢守克也はアクションリサーチを

「望ましいと考える社会的状態の実現を目指して研

究者と研究対象者とが展開する共同的な社会実践」

であると述べている 2)。�

�

　「研究者と研究対象者とが展開する共同的な社会

実践」を行うアクションリサーチ、「みずからコミッ

ト」し、「普遍主義の名のもとに自己の責任を解除

しない」とする臨床の知、照井さんが期待されて

いる「次のステージ」、この３つは根っこでつながっ

ているのではないかと、私は感じた。�

�

　そこで私は、このように自分（研究者自身）を

現場に入れ込んだ農業経営研究を「臨床農業経営

研究」と呼んでいる。福井農試経営研究グループ

では、再発足にあたりアクションリサーチを取り

入れた「臨床農業経営研究」の道を、新たに模索

していきたいと考えている。�

�

1) 中村雄二郎「魔女ランダ考」岩波書店、1983年�

2) 矢守克也「アクションリサーチ」新曜社、2010

年�

�
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新規就農者等の支援担当者が使える�
農業経営の実績評価・改善計画を支援するシステム「CAPSS」�
�

成果紹介�

　経営実績の分析から改善計画の策定までの活動を支援するシステム「CAPSS」を構築しました。新規就農
計画の検討、経営実績の分析、経営改善案の検討、改善計画の策定などのマネジメントサイクルに即した利
用ができます。そのため特に、新規就農者等の支援担当者による利用が期待できます。�

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・主任研究員�
広島県生まれ 北海道大学大学院博士後期課程修了 博士（農学）�

専門分野は農業経営学、経営計画、簿記・会計�

�

松本 浩一 （まつもと ひろかず）�

図１　「CAPSS」の全体構成�

「CAPSS」とは�

　新規就農者等の支援担当者は、その経営の発展
のために、マネジメントサイクルに即した支援が
求められています。具体的には、就農計画の検討
にはじまり、就農後の経営実績の分析や、それを
踏まえた改善計画の検討など、それらに応じた支
援が必要になります。�
　農研機構では、これまで営農計画の策定を支援
する「Z-BFM」や経営診断を支援する「Web版農
業経営診断サービス」を開発してきました。経営
の持続性を促すマネジメントサイクルの流れの中で、
これらを連携して利用することで、効果的な経営
管理が支援できるものと考えられます。そこで、「Z-
BFM」と「Web版経営診断サービス」をつなぐ「財
務計画モジュール」と営農計画に利用できる経営
指標の「標準値データベース」を新たに開発し、
それらの連携利用によって経営実績の分析から改
善計画の策定までの活動を支援するシステム
「CAPSS；Check-Act-Plan Support System」を構築
しました（図１）。�
�
PDCAサイクルに即した「CAPSS」の利用�

　新規就農者の経営支援を想定した場合、「CAPSS」
は、PDCAサイクルに沿って以下のような利用が
できます（図２）。�
　計画（Plan）：新規就農者は、最初に、新規就農
計画を策定します。ここでは、主にその計画に対

する実行可能性と財務安全性を検討し、その結果
を踏まえた計画の修正に利用できます。�
　具体的には、実行可能性の検討方法は、「標準値
データベース」の「技術指標DB」や「経営指標DB」
を利用し、それら標準値と計画値の比較分析を行
います。また、「Z-BFM」を利用し、保有労働力を
踏まえた旬別作業時間の状況を確認にします。一方、



図２　PDCAサイクルと「CAPSS」の利用場面�
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財務安全性の検討方法は、財務計画の機能が弱い「Z-
BFM」に「財務計画モジュール」を連携利用する
ことで、借入金等の財務取引も踏まえた計画財務
諸表等（計画損益計算書、計画貸借対照表、資金
繰り計画表）を作成し、資金繰りの状況を検討し
ます。また、「Web版農業経営診断サービス」を
連携利用し、各種の財務指標を用いて検討します。�
　評価（Check）：経営実績の分析では、「Web版
農業経営診断サービス」を利用して、類似の経営
類型における標準値と比較分析することで、経営
活動の課題が摘出できます。また、計画と実績の
各財務諸表を用いた財務指標の比較分析は、計画
と実績の双方からの課題が摘出できます。�
　改善（Act）：改善案の検討から計画の策定では、
摘出課題に対する改善案について、「Z-BFM」を利
用して、改善案が経営に与える影響を事前に検討
できます。また、「Z-BFM」の営農計画の比較表示
機能を用いることで、複数の改善案の比較分析か
らより良い営農計画を策定できます。�
�
「標準値データベース」の活用方策�

　「CAPSS」の特徴の一つは、「標準値データベース」
を連携利用することです。このデータベースには、
利用制約があるデータも含め、財務指標63類型区
分、技術指標73種類、経営指標2,151種類を内蔵
しています。これらの標準値は、「CAPSS」の各種
ツールで活用する一方で、利用者が直接参照した

い場合は、それらを任意に取得することもできます。�
　これにより、利用者の目的に応じた活用が期待
できます。例えば、財務指標の標準値は、独自の
財務分析結果に対する参照で利用できます。また、
新規就農者のように経営実績がない場合、技術指
標や経営指標の標準値は、就農計画の基礎資料に
活用できます。�
�
「CAPSS」の展望�

　「CAPSS」によって PDCAサイクルの評価から
計画までにかかわる一連の経営管理支援ツールの
基礎ができました。今後は、利用者の意見を踏ま
えた改善によって、より普及性のあるツールへと
発展させる必要があります。その一方で、PDCA
サイクルとして支援するには、実行（Do）部分が
残されています。評価、改善、計画で利用する経
営実績データを効率的に記録・収集するには、各
種開発されている圃場管理支援ツールとの連携を
図ることが有効です。他方、経営研究としては、
評価、改善、計画で必要なデータの内容や整理の
方策を明らかにし、それに即して実用的に利用で
きる記録・収集方法を提案していくことが必要と
言えます。これによって、PDCAサイクルに即し
た経営管理を一貫して支援するツールへ発展でき
るものと考えています。�
�
＊「CAPSS」は、2014年 6月から「経営管理システム」
（http://fmrp.dc.affrc.go.jp）で正式に利用できます。�
�
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平成15年　　　　　　平成20年�
図１　Ａ経営の圃場分散の状況�

注：色つきの部分が経営耕地を示します。�

農地の面的集積に向けて��
－地域における取組の進め方とポイント－�

成果紹介�

　農地の面的集積の取り組みは、「農地流動化の進捗状況」及び「農地利用に関する地域の調整・合意機能」
に応じて、「集落営農の組織化」、「公的機関による隣接地等への斡旋」、「転作圃場の団地化と耕作一括委託」、
「担当集落設定」、「担い手間の農地交換」の５つの方式に整理できます。�

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・上席研究員�
島根県生まれ　博士 (農学）�

専門分野は農業経営学�

著書に「多様な農家･組織間の連携と集落営農の発展」�

高橋明広（たかはし あきひろ）�

農地流動化の課題�

　わが国の水田農業は、農業労働力の高齢化の進

展等から農地の貸付希望が増加し、水田作の経営

規模拡大が進展しています。しかし、そこでの規

模拡大は分散した圃場条件での農地集積のため規

模拡大の効果が十分に現れてはいません。よって、

作業効率向上やコスト低減に向けて、農地の面的

集積を如何に進めるかが大変重要な課題となって

います。そこで、担い手に対する土地利用調整を

進めている地域や集落営農組織化への取りくみを

実践している事例を踏まえて、農地の面的集積の

ポイントを提示したパンフレットを作成しました。

本稿は、その内容を紹介します。�

�

農地の面的集積の必要性と効果�

  大規模な担い手においては、経営面積の拡大が急

速に進んでいます。図１に茨城県の大規模なＡ経

営の耕地の状況を示していますが、農地の流動化

が進んでいる当該地域でも、大規模経営の耕作地

は団地的にまとまらず、錯綜している場合が多く

あります。連担していない圃場が多い中で作業を

行うと、圃場間の移動時間が一日の作業時間の10

～ 15％も要するという研究結果もあります。こう

した圃場条件では、たとえ規模拡大ができても生

産費の低減は期待できません。�

　逆に、面的集積と圃場区画の改善が同時にでき

れば、作業効率は大きく改善できます。農地の面

的集積の効果として次の６点が指摘できます。①

圃場内作業時間が削減でき、特に、大区画圃場と

水利条件の整備によりその効果は大きくなります。

②圃場間の移動時間が削減できます。特に、定期

的な管理や短期集中的な作業において効果があり

ます。③作業が効率化することで労働費、機械施

設費の削減や、作業適期が確保でき品質の維持･

向上につながります。④作業面積や作付け単位が

まとまることで、水田の畑地的利用、有機栽培、

乾田直播栽培等の技術導入が可能になります。⑤

合理的な輪作体系が実施でき、畑作物への明渠設

置や暗渠施工等が行えます。⑥品種や栽培方法の

統一など地域的な土地利用調整を通じた産地戦略

立案が可能になり、契約栽培や品質向上による市

場評価の向上につながります。�



図２　担い手間の自主的調整を行った例�
注：左は事業完了時（2006年）のK経営の地元集
落で集積した圃場、右は追加調整後（2008 年）
の状況。また、公的な調整後に他の経営と赤枠
と緑枠を交換することで青枠内に集積を実現。�

表１　農地の面的集積方式�

注：※�は �出資法�人�等の活用が想定でき�ま�す。�J�A�
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農地の面的集積方式の類型�

  農地の面的集積の方式は、「農地流動化の進捗状

況」と「農地の利用に関する地域的な調整及び合

意形成機能（以下、農地調整機能）」の視点から表

１に示すような５つの類型に区分できます。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　まず、「農地の流動化が遅れている場合」は、集

落営農の組織化を通じた地域的な土地利用調整の

仕組みの構築が有効です。集落営農を組織化する

ことで集落内の農地の面的な利用が可能になり、

作物・品種･栽培方法毎に団地化し、効率的な利

用と生産性の向上等を図ることが期待できます。�

　また、「農地貸付希望が増えてきている場合」は、

①農地調整機能が弱ければ、地域において貸付を

仲介する農地利用調整機関（農地利用集積円滑化

団体等の公的機関）を通じて、貸付希望の農地の

最寄りに耕作地のある担い手に斡旋し集積を図る

方式が有効です。また、②農地調整機能が中程度

の場合は、集落等が転作地を団地化した上で、担

い手と契約し委託する方式が有効です。当初は転

作限定ですが、集落の水田転作を集中的・継続的

に特定の担い手に委託することから、集落内に稲

作を含めた委託希望が生じた場合に、既に転作を

任せている担い手に依頼することとなり円滑な農

地集積が期待できます。③農地調整機能が強い場

合は、地区内の集落組織と全ての担い手との間で

集団的な合意を行い、地区内の集落別に担当する

担い手を決定し、その担当地区内で担い手の農地

集積を進めることで連担化を図る方式が有効です。

但し、この方式は、担い手間の借地が錯綜する前

の段階で適用することが肝要です。また、②、③

ともに、集落等は農地利用調整機関と連携し、そ

の支援を得ながら担い手との間で受委託関係を結

ぶことが必要となります。�

　そして、「地域の農地の多くが既に担い手に集積

されている場合」は、まず、地権者の組織化を図

るとともに、農地利用調整機関が示す一定の条件

の下で担い手との間で調整を進め、既にある利用

権を一旦解除したり、相対で行われていたものを

利用権設定することにより耕作地を再配置します。

さらに、公的機関の関与でも調整できなかった農

地については、地権者の了解のもとで担い手相互

が調整し、互いに納得できる条件で耕作地の交換

を進め面的集積を行います（図２）。下記の事例で

は、面積が多少異なる農地も担い手間の調整で交

換した結果、面的集積を実現し、畦抜きによる大

区画化や乾田直播を実現できています。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

農地の面的集積のポイント�

　農地の面的集積のポイントは、①地域における

担い手間、担い手と地権者間の調整組織の設立が

不可欠です。②担い手の相互調整を行う組織化を

行います。③地権者を組織化します。圃場整備の

実施と併せて、集落営農の組織化を図り、主たる

従事者の確保や担い手に集落の農地をまとめて委

託する方式も考えられます。④人・農地プラン等

の地域農業ビジョンに基づき農地利用集積を行う

マネジメント組織や専属マネージャを確保します。

⑤面的集積のためには、他の農地政策や都市的利

用（転用等）等の地域の農地管理全般との調整が

必要な場合があります。�
�
＊パンフレットは下記ホームページで無料で公開して
います。http://fmrp.dc.affrc.go.jp/publish/
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図１　直売所の店舗外販売活動�
資料：アンケート結果より作成。�
注：１）アンケートは2012年と 2013年に 171カ所を対

象に質問紙による郵送法で実施し、80カ所（46.8
％）の有効回答を得た。�

�
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中山間地域の直売所の新たなビジネスモデル「出張直売」�

成果紹介�

　出張直売は、農産物直売所が定期的に都市部に出向き、仮設店舗で直接販売するビジネスモデルです。出
張直売自体の収支はほぼ均衡し、その売上は出荷者の収入増に貢献し、高齢者を中心とする都市部住民には
新鮮な農産物の購買機会を提供します。�

近畿中国四国農業研究センター・営農・環境研究領域・上席研究員�
東京都生まれ　早稲田大学大学院修士課程修了�

専門分野は農村社会学�

�

室岡順一（むろおか じゅんいち）�

中山間地域に立地する直売所が直面する問題�

　これまで、農産物直売所（以下、直売所）は農

村部に店舗を開設し、農村を訪れる都市住民や観

光客に新鮮、安心・安全な農産物が低価格で購入

できるという顧客価値を提供してきました。しかし、

近年は多数の直売所が開設され、中山間地域に立

地する直売所は来店者の伸び悩みと売れ残りの問

題に直面しています。そこで、店舗ではなく、店

舗外で新たな顧客を開拓することで売上の向上を

図る直売所のビジネスモデルとして「出張直売」

方式を提案します。�

�

直売所の８割が取り組む店舗外販売�

　図１は、直売所の店舗外販売活動について岡山

県の全直売所を対象にしたアンケートより作成し

たものです。店舗外で販売活動をおこなう直売所

数の割合は約８割です。その内、全売上高に占め

る店舗外販売の割合は約３割です。今日、直売所

の店舗外販売は一般的な販売活動であると言えます。

今回提案する出張直売は店舗外販売の一形態ですが、

それに取り組むのは１割にとどまります。しかし、

出張直売に取り組む直売所８件の内７件は中山間

地域に立地しています。その意味で、出張直売は

中山間地域の直売所に適した売上向上のビジネス

モデルとして期待できます。�

�

出張直売の特徴�

　出張直売の特徴は、直売所の運営者や出荷者自

らが農産物や農産加工品を定期的に自動車で都市

部に運搬し、商店街などにテントなどで仮設店舗

を設営して、都市部住民と対面して直接販売する

ことにあります。図２は中国地方での実際例の模

式図です。ＡＢＣ３つの直売所がそれぞれ複数の

都市部に出張直売をしています。１回の出張直売

の最小構成は、２人１組で軽自動車１台での運搬・

販売となります。おおむね最大14万円相当の商品



表１　１回当たりの収支の試算�

図２　出張直売の模式図�
資料：各直売所からの提供資料と聞き取りより作成。�
注：１）ＡＢが広島県、Ｃが岡山県。すべて吉備高原

の中間農業地域。�
　　２）①～③は瀬戸内海沿岸の都市。④⑤は直売所

と同じ町内。�
　　３）Ａ１の車の内訳は、２トン車１台、軽２台。�
　　４）Ｃは、図１のアンケートの回答直売所。�
�
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を運搬し、テント１張で販売しています。販売量

が増えれば、積載量の大きい車に変更したり、台

数を増やしたり、テント数を増やして調整します。

たとえば図２の場合、Ａ１が６人・車３台・テン

ト３張で、Ｂ１とC１が２人・軽１台・テント１

張の構成となります。�

�

出荷者の収入増加に貢献�

　１回の出張直売において、最小構成で運搬した

商品の内約10万円分を売り上げ、設営の場所代が

数千円程度と低い金額であれば、出張直売の粗利

益と経費、すなわち表１の①と②はほぼ均衡します。

表１のＢ１が典型で、マイナス 1,700 円です。出

張直売では、直売所にとっての利益は多くを期待

できません。しかし、直売所店舗に置いたままで

は売れ残るかもしれない農産物が売れ、出荷者の

収入の増加に貢献します。仮に週１回定期的に開

設すれば、年間500万円ほどの売上高になるので、

年間の総売上高が約 5,000 万円ほどの中規模の直

売所にとって１割の売上向上となります。�

�

新鮮な農産物購入という顧客価値を提供�

　商店街や住宅街での出張直売の主な顧客は、周

辺に居住する60歳代以上の高齢女性で、アンケー

トでは約７割でした。顧客に出張直売の「良い点・

気になる点」をアンケートの自由記述回答で聞い

てみました。多くに共通したのは、出張直売が「新

鮮でおいしい野菜や物があり、買えて、良いと思

います」という肯定的な評価でした。これらのこ

とから、出張直売は、農村部に所在する直売所店

舗を訪れにくい高齢者に対して、新鮮な農産物を

購入できるという顧客価値を提供すると言えます。�

�
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図１　事例の流通チャネルの概要�

多様な流通チャネルの構築による有機農業の普及・定着�

成果紹介�

　有機農業を地域に普及・定着させるためには、地域の生産者や関係機関が連携して、取引条件等の異なる
多様な流通チャネルを構築し、生産者の安定した販売収入の確保を図ることが重要です。�

近畿中国四国農業研究センター・営農・環境研究領域・主任研究員�
岡山県生まれ 岡山大学農学部卒�

専門分野は農業経営学�

尾島 一史（おじま かずし）�

有機農業の普及・定着の現状と課題�
　有機農業の普及・定着を図るために、2006年に
有機農業推進法が制定されました。有機農業には、
安全な農産物に対する需要増大への対応や、農業
生産活動に由来する環境負荷の大幅な低減、生物
多様性の保全機能の発揮等が期待されています。
しかし、有機農業は地域では散在的・点的に取り
組まれている場合がほとんどです。�
　有機農業への期待に応えるためには、有機農業
を面的な広がりを持って地域に普及・定着させる
必要があります。そのためには、地域で営農して
いる新規就農者や高齢者等の様々な生産者が有機
農業によって生産された農産物を販売することで、
販売収入を確保できるようにすることが重要です。�
　ここでは、中国地方の山間農業地域に位置し、
有機農業が地域に広く普及・定着しているＡ村（総
農家数 243戸）を事例にして、有機農業を地域に
普及・定着させるには、地域に多様な流通チャネ
ルを構築し、生産者が安定した販売収入を確保で
きるようにすることが有効であることを示します。�
�
多様な流通チャネル構築による販売の特徴�

　Ａ村では、地域の生産者と行政、農協等の関係
機関が連携して、有機農業によって生産された野
菜の流通チャネルを多様化させる取り組みを進め
てきています（図１）。まず 1980年代に生産者が
消費者グループや学校給食、生協への産直を始め

ました。これを受け、1990年代には地域の総合振
興計画に有機農業を位置づけて、行政や農協が支
援を開始しました。2000年代には行政が主導して、
地域独自の農産物認証制度を制定するとともに、
アンテナショップを開設し、量販店等にも販売を
始めました。�
　これらの流通チャネルの大部分は、都市部の消
費者への販売を目的として構築されていますが、
流通チャネルごとに出荷可能な品目や量等の取引
条件や販売先の需要の動向は異なっています（表１）。
出荷品目・量については、契約した限定品目を一
定量出荷できる流通チャネルや、大量出荷は困難
ですが品目・量が生産者の裁量にまかされている



表１　事例における流通チャネルの取引条件等の特徴�

図２　多様な流通チャネル活用による生産者のメリットと期待される効果�

流通チャネルがあります。前者は規模拡大により
経営確立を図ろうとする生産者、後者は多品目少
量生産を行う小規模生産者が出荷するのに適した
流通チャネルです。�
�
多様な流通チャネル活用による生産者のメリット�

　生産者が取引条件等の異なる多様な流通チャネ
ルを活用して出荷できるようにすることで、図２
に示すように①経営耕地面積等の経営条件の違い
や②経営目標の変化に対応しやすくなり、経営規
模や年齢が異なる様々な生産者の販売収入確保が
可能になります。また、③出荷量の過不足や④販
売先の短期・長期の需要変化への対応が可能になり、
生産者が安定した販売収入を確保しやすくなります。
これらにより多くの生産者が有機農業に取り組み
やすくなり、有機農業の面的な普及・定着が期待
できます。�
　たとえば、有機農業に新たに取り組み始め、生
産技術が未確立の生産者は生産が不安定になりが
ちですが、多様な流通チャネルがあることで、こ

うした生産者も、直売所への出荷から始め、技術
が向上すれば、生協等との契約出荷に重点を移す
ことができます。また、契約数量外の余剰分の農
産物を直売所に出荷することも可能です。�
　多様な流通チャネルを活用して販売することで、
生産者の栽培管理や出荷先の調整が繁雑化しやす
くなりますが、対象事例のように流通チャネルご
との栽培基準を同レベルものに設定することで煩
雑化しないようにすることができます。�
　地域に多様な流通チャネルを構築し、生産者の
販売収入確保を図るには、「有機農業の推進に関す
る基本的な方針」（農林水産省）に示されているよ
うに、有機農業者や行政、農業団体、流通業者等
が連携して取り組むことが重要です。対象事例は、
これらの連携による有機農業の普及・定着のあり
方の一つを示していると考えます。�
�
＊本稿の詳細は、尾島一史・他「多様な流通チャネル
を活用した有機農産物等の販売実態と課題」農林業
問題研究49(2)、173-178を参照。�
�

9
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図１　経営管理チェックシートの構成と項目（一部）�

新規就農者向けの経営管理チェックシート�
�
－施設園芸経営を対象として－�

成果紹介�

　新規就農者が営農上の課題を把握できる経営管理チェックシートを作成しました。チェックシートは、問
題の要因や経営管理サイクルの区分に従った設問で構成され、栽培管理、作業管理、販売管理、財務管理の
分野において管理の達成度を具体的に把握することができます。�

中央農業総合研究センター・農業経営
研究領域・主任研究員�
岩手県生まれ�

専門分野は農業労働論、地域農業論�

澤田　守（さわだ まもる）�
茨城県県央農林事務所笠間地域農業改
良普及センター・技師�
茨城県生まれ�

米倉　茜（よねくら あかね）�

新規就農者の経営定着に向けて�

　農業労働力の減少に歯止めをかけるために、近年、
新規就農者の支援制度が整備されています。2012
年からは新規就農・経営継承総合支援事業が開始
され、青年就農給付金制度では原則45歳未満の独
立・自営就農者に対して、就農給付金を年間 150
万円、最長で７年間給付する新たな支援策がとら
れています。一方で、青年就農給付金制度では、
給付期間中に経営定着を図ることが求められており、
就農後の経営成長を促すための支援がより重要になっ
ています。特に、新規就農者の場合は、農家子弟
の後継者に比べて、技術水準、経営者能力が様々
であり、個々の能力や技術の習得状況に合わせた
支援が必要とされます。そのため、新規就農者自

らが営農状況の達成度を把握するツールとして、
新規就農者向けの経営管理チェックシートを作成
しました。�
�
経営管理チェックシートの内容�

　この新規就農者向けの経営管理チェックシート
は施設園芸作を主な対象としています。�
　設問項目は、栽培管理、作業管理、販売管理、
財務管理の４つの分野で構成されています。特に
新規就農者の場合、栽培管理技術が最も重要にな
ることから、栽培管理に関しては、土づくり、病
害虫防除など９つの小項目に分類され、全体で合
計60の設問で構成されています（図１）。�
　このチェックシートの特徴は、栽培、販売、財



表１　新規就農者における管理分野別の達成度�
（平均値）�

図２　新規就農者の本圃管理における達成度�
（平均値）�

�
　　表２　作業管理における計画、実行、�
　　　　　改善別の達成度（平均値）�
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務管理の各項目について、問題の要因を知識・判断・
実行レベルに３区分して設問を設けており、各区
分において新規就農者自身が４段階（１･ ･全くで
きていない～４･ ･十分できている）で評価するよ
うに設計している点です。�
　新規就農者の場合、例えば、薬剤の散布方法が
わからない状況であっても、その要因が農薬に関
する知識不足に起因するのか、営農場面での判断
不足に起因するのか、作業実行上の問題なのか、
具体的な判別が困難な状況にあります。�
　そのため、ここでは問題点を具体的に把握でき
るように、知識・判断・実行レベルの区分ごとに
みることで、どこに問題があるのかが具体的にわ
かるようにしています。また、作業管理に関しては、
経営管理サイクルにあわせて、設問項目を計画、
実行、改善の３つに区分しています。そのため、
現状の作業管理の達成度について、管理サイクル
のステージ別に数値として把握することができます。�
�
新規就農者への適応例�

　茨城県Ｓ町に新規就農したＡ氏、Ｂ氏について、
具体的にチェックシートを適用した結果をみたも
のが表１です。Ａ氏、Ｂ氏はともに同じ農家で研
修を行っており、就農年数、労働力、栽培品目、
栽培体系はほぼ同じです。�
　チェックシートの結果をみると、トマト単収、
及び収量の満足度が低いＢ氏の場合、全般的に各
管理の達成度が低くなっています（表１）。特に、
栽培管理についてみると、Ｂ氏の場合、栽培管理
全体の平均値が 3.1 であるのに対して、本圃管理
の株管理、温度・水管理、収穫出荷の項目で 2.8
と低くなっています（図２）。その要因について具
体的にみるために、本圃管理について知識・判断・
実行レベルごとにみると、Ｂ氏の場合、知識は4.0

と高いものの、判断、実行の数値がそれぞれ 2.0、
2.3と低く、知識は有しているものの、営農時の判
断、及び実行の段階で課題が生じていることがわ
かります。�
　これらの結果から、Ｂ氏の場合、本圃管理にお
ける全般的な判断能力の向上が課題となっており、
判断能力を身につけることが求められます。また、
実行レベルの達成度が低いことから、現状の労働
力に合わせた栽培体系についても検討する必要が
あります。�
　次に、作業管理について、計画、実行、改善別
の平均値をみると（表２）、Ｂ氏の場合は、実行、
改善の値が 2.0 と低くなっています。そのため、
営農時の作業管理について、作業日誌の記録、作
業環境の整備などから取り組み、作業改善につな
げていくことが求められます。�
　このようにチェックシートを用いて、問題の要
因別、管理サイクルのステージ別に達成度を数値
化することで、新規就農者自身の営農上の改善点
を明確にすることができます。さらに、新規就農
者のチェックを普及センターなどの関係機関が行
うことで、経営状況の把握がより具体的になり、
経営定着に向けたフォローアップが容易になるこ
とが期待できます。�
　なお、このチェックシートは、栽培管理につい
て施設園芸作（施設トマト、キュウリ作）を中心
に作成しています。そのため、施設園芸作以外の
作物にも適用可能なように、今後改良していきた
いと考えています。�
�
＊チェックシートは、農研機構経営管理システムのwebサイト
（http://fmrp.dc.affrc.go.jp/）を通じて公開予定です。�
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収益性と環境影響の関連性を農場レベルで評価できる��経営計画モデル�

成果紹介�

　肉用牛繁殖経営を対象に、飼料選択による収益性と環境影響を評価できる経営計画モデルを作成しました。
各種の飼料利用に対応して、最適な所得と環境影響の関連性を農場レベルで評価でき、将来、環境規制が行
われた際の営農計画策定や環境負荷の少ない営農を誘導する施策等に活用できます。�

中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・上席研究員�
岡山県生まれ　岡山大学農学部卒業�

専門分野は農業経営学、畜産経営経済�

著書に「放牧が切りひらく水田農業と畜産の未来」（共著、水田活用新時代）、農文協、2010年等�

千田雅之（せんだ まさゆき）�

はじめに�

　温暖化防止や省エネが社会目標となる中で、農
業経営においても収益性のみならず環境に配慮し
た営農活動が要請されています。このため、新技
術や作付体系の導入による収益性と環境影響の関
連性を、農場レベルで評価できる手法の開発が望
まれます。そこで、肉用牛繁殖経営（以下、繁殖
経営）を対象に、収益性と温室効果ガス発生量等
の関連性を評価できる経営計画モデルを構築し、
国産粗飼料利用によるこれらの評価を試みました。�
�
環境負荷係数･評価プロセスを組み入れた経営計

画モデル�
　この経営計画モデルは、繁殖経営における飼料
選択による所得への影響と４つの環境影響（温暖化、
酸性化、富栄養化、エネルギー消費）の評価が同
時に可能な線形計画モデルです（単体表、表１）。
選択可能な飼料として、牧草生産、耕種農家の栽
培する飼料イネの収穫利用（早生、晩生の2種類）、
稲WCS（稲発酵粗飼料）の購入、複数の輸入飼料
購入のプロセスを設けています。�
　各飼料プロセスには、利益係数、労働係数、飼
料成分供給係数とともに、LCA手法により得られ
た環境負荷係数を加えています (制約条件の54～
58）。たとえば、牧草生産では、10a 当たり
TDN660kgの飼料供給とともに、施肥や機械によ
る耕起から収穫、運搬の過程で、温暖化の原因と

なる温室効果ガスがCO2換算で 223kg、酸性化の
原因となるアンモニアや二酸化硫黄が SO2換算で
2.95kg、富栄養化の原因となるアンモニアなどが
PO4換算で0.5kg発生し、2,616MJのエネルギー消
費が行われることを示しています。�
　家畜飼養のプロセス（12､ 13）掲載の環境負荷
係数は、家畜排せつ物管理の過程で発生するメタ
ンや一酸化亜窒素などの温室効果ガスの発生量で、
繁殖牛 1頭あたりCO2換算で年間 440kg発生する
ことを示しています。また、反芻家畜では消化管
内発酵によりメタンが発生しますが、発生量は概
ね乾物摂取量に比例します。そこで、親牛と子牛
の乾物摂取量を計算するプロセス（14、15）を設け、
それぞれの乾物摂取量に応じて、消化管内発酵に
よる温室効果ガス発生量を計算できるようにして
います。これらの環境負荷係数の計算については
参考文献に紹介しています。�
　プロセスの 16～ 20は、４つの環境影響項目に
ついて、その発生量を計算するプロセスです。�
�
国産粗飼料の利用による収益性と環境負荷  �
　この経営計画モデルを用い、労働力２人の繁殖
経営において、各種飼料利用により所得を最大化
する土地利用、頭数規模、所得、労働時間、飼料
自給率、環境影響を試算すると、以下の点が数量
的に明らかにされます（表２）。�
　輸入飼料依存 (① )のケースと比べて、稲WCS



表２　繁殖経営における国産飼料利用による収益
　　　性と環境負荷の影響�

表１　収益性と環境影響をシミュレーションするための肉用牛繁殖経営計画モデル�

注：1)制約条件の2～37は労働制約、40～51は飼料成分の需給、上限、下限の制約です。またプロセスの1～11は選択可能な飼料供給のプ�
ロセスです。紙面の都合上、これらの一部は掲載を省略しています。強調字は環境影響を試算するプロセス、係数、計算式、制約条件です。�
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の購入利用 (② ) により所得は増加します。これ
は経営所得安定対策等の交付金により生産される
稲WCSが、輸入飼料より安価に供給されること
によります。しかし、稲WCSは生産流通過程で
温室効果ガス発生量が多いこと、蛋白成分が低い
ため家畜の栄養要求量を満たす乾物摂取量が増え、
消化管内発酵によるメタン発生量が増すことから、
温暖化影響やエネルギー消費は①のケースより増
加します。�
　近隣で栽培される飼料イネを、牧草収穫機で畜
産農家自ら収穫調製し利用する場合（③）、その作
業時間が増えるため飼養頭数を減らすことになり
ますが、所得はさらに増加し飼料自給率は向上し
ます。稲WCSの給与量が多いため、子牛生産1頭
あたりの温室ガス排出量は増えますが、経営全体
の排出量は②より少なくなります。�
　イタリアンライグラス等の牧草生産 (④ ) の導
入は、耕起播種作業を伴うことから利用面積に限
界があり飼養頭数を減らさざるを得なくなり、所
得は②、③のケースより減少します。しかし、牧
草生産に伴う温室効果ガス発生量が少ないこと、
飼料の栄養バランスが良く乾物給与量を稲WCS
利用時より減らすことが出来るため、経営全体及
び子牛生産 1頭あたりの温室効果ガスの発生量は
少なくなります。�
  この経営計画モデルは、将来、農場レベルで環境
規制が課されるようになった場合の最適な飼料生
産利用計画にも活用できます。たとえば、温室効

果ガスの発生量が20万 t以下に抑制されることに
なった場合（⑤）、所得を最大にする飼料イネ収穫、
牧草生産面積、繁殖牛頭数を示せます。�
　また、環境負荷を抑制する技術や土地利用を経
営に導入する際に、どれくらいの所得支援を行え
ば良いかを把握することも可能です。たとえば、
⑤のケースでは、③よりも 240万円所得が減少し
ますので、相当額の支援を行って、環境負荷を抑
制できる営農モデルに誘導すること等に活用でき
ます。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
＊肉用牛繁殖経営におけるプロセスごとの環境負荷物
質発生量については、千田・荻野「水田飼料資源を利
用した子牛生産のLCAによる環境影響評価」2012年度
日本農業経済学会論文集、pp.267-274を参照してくださ
い。�



技術情報�

畑作経営に飼料作物パリセードグラスを導入するための技術開発�

　農林水産省の統計によれば、南部九州地域で牧

草が36,200ha作付けされています（平成25年）。もっ

とも、それらの牧草は飼料利用が主のため、肉用

牛などを飼養していない畑作経営ではほとんど栽

培されていません。そこで飼料自給率の向上と線

虫害抑制などの観点から、線虫抑制効果のある飼

料作物パリセードグラスを畑作経営に導入するた

めの技術開発が進められています。�

　パリセードグラスは、永年性飼料作物としてブ

ラジルなど南米諸国を中心に栽培されています。

しかし、島しょ部を除く南部九州地域の場合、冬

季に霜が降りる地域では霜害により枯死します。

したがって例えば、5月下旬～6月中旬に播種し8

月中旬～ 9月中旬に収穫する等、夏飼料作物とし

て単年利用できます。加えて、地域の基幹作物サ

ツマイモ（カンショ）の生育を阻害する有害線虫

サツマイモネコブセンチュウとミナミネグサレセ

ンチュウの増殖抑制効果があります。反面、パリ

セードグラスは、収益性でサツマイモや野菜類に

大きく劣ります。このため、既存作物の代替とし

ての導入ではなく、夏季休閑が生じるような畑作

経営を対象に、その休閑地での栽培が考えられます。�

　この点に関し、宮崎県内の現地実証試験協力生

産者の場合、経営耕地面積30haで 6～ 7haの夏季

休閑が生じています。また夏季休閑といっても、

除草など耕地の管理作業が必要です。その管理作

業には、10ａ当たり2.8hrの労働時間と10,856円（物

材費7,252円・労働費3,604円）のコストがかかり

ます。これに対してパリセードグラスの場合（収

穫作業を除く）、10 ａ当たり 4.6hr の労働時間と

26,994 円（物材費 21,074 円・労働費 5,920 円）の

コストがかかると見込まれます。なお、条間40cm

で 10ａ当たり播種量2kg、収穫作業を畜産経営に

委託と想定した場合です。�

　夏季休閑での管理作業と比較すれば、今のとこ

ろパリセードグラスは、10ａ当たりの労働時間で

1.8hr、コストで16,138円（物材費13,822円・労働

費 2,316 円）上回っています。ただし、収益性の

面から見れば、パリセードグラスの収量と品質の

程度、さらに栽培期間の長短によって線虫抑制効

果がどうなるのか、つまり土壌消毒費用がどのく

らい節約できるのかも重要な点です。とりわけ品

質では、前作の選択と施肥設計などにより、収穫

物の硝酸態窒素濃度を高めないことが求められます。

こうした点について既述した現地実証試験などで

鋭意研究が進められています。�

�
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九州沖縄農業研究センター作物開発･利用研究領域・主任研究員�
�

森江昌史 （もりえ まさし）�

現地実証試験圃場のパリセードグラス（2013年8
月8日撮影（6月14日播種））�
注：この技術情報は、農研機構の中課題「カンショ
新栽培技術体系を核とした大規模畑輪作生産シ
ステムの確立」（2011-2015年度）の研究成果に
基づくものです。�
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北海道の酪農経営が抱える課題�

現地便り�

三宅俊輔（みやけ しゅんすけ）�
北海道立総合研究機構・根釧農業試験場・地域技術グループ・研究主任�

　北海道の酪農経営は 1戸当たり乳用牛飼養頭数

114.5 頭（2010 年センサス）であり、規模拡大が

進展しています。一方、酪農家戸数の減少が今後

も想定されており、生乳生産の担い手として、特

に大規模経営に対する期待が高まっています。た

だし、近年の経済条件の不安定化により、こうし

た経営においても経済状況は悪化しているとみら

れます。このため、酪農経営の経済性や今後も存

立するための条件を検討しています。�

　近年の経済条件変動の影響を把握するために、

2005年から2008年にかけての飼料等の価格高騰（以

下、価格高騰）が酪農経営の経済状況に与える影

響を検討しました。その結果、酪農経営は、①配

合飼料をより安価な銘柄に変更、②経産牛100頭

以下の経営では、濃厚飼料購入量を1～2割削減、

③一方で、101 頭以上の経営の同購入量は約

10kg/頭と多いまま、④化学肥料の購入量は、頭

数規模にかかわらず 5割程度の削減、といった対

応がとられていました。しかし、2008年度にプー

ル乳価の引き上げがありましたが、農業所得は30

万～ 890万円減少しており、特に頭数規模の大き

い経営において減少幅は大きい傾向がみられました。�

　こうしたことは、価格高騰下では、頭数規模の

より大きい経営ほど経済的なリスクが大きいこと

を示しています。こうした経営は、価格高騰下に

おいても濃厚飼料購入量の削減の動きは弱く、こ

うした飼料への依存を継続しています。そのため、

価格高騰による経済的なリスクを吸収できていな

いとみられます。�

　また、酪農経営は様々な財政支援を受けていま

すが、財政ひっ迫等により、今後、こうした支援

の縮減圧力が強まる恐れがあります。そこで、酪

農経営への財政支援の実態と、この下での酪農経

営の経済状況を検討しました。その結果、財政支

援は、①金額的に重要な支援が農水省と農畜産業

振興機構（alic）に限定され、②alicを予算元とす

る財政支援は縮減、③価格高騰に対する短期的・

緊急的な財政支援は減少、という特徴がありました。

この下で、酪農経営は、農業所得の 30～ 50％程

度を財政支援に依っており、経営規模のより大き

い経営ほど、依存度が高い傾向にありました。さ

らに、2011 年をベースとした農業所得試算では、

財政支援の設定額が縮減すると、中規模、及び大

規模経営においても家計費を充足できなくなる恐

れがあることがわかりました。�

　こうしたことは、現状程度の財政支援と乳価の

下では、酪農経営は、平均的には必要な農業所得

を獲得できるとみられるが、現状よりも財政支援

が減少する下では、特に大規模経営において、経

済性が不安定化しやすいことを示しています。�

　道総研では、大規模経営の抱えるこうした経済

的な不安定性への対処として、経営管理に注目し

て検討を進めています。大規模経営は、フリース

トール牛舎の利用に則した機械・施設投資がされ

ており、中小規模経営に比べると、生産体系が同

質化しています。ただし、労働制約等から、飼養

管理をはじめとした経営管理の内容には差があり、

そのことが、経済性やその安定性に経営間差を生

じさせているとみられます。今後は、農業所得の

安定性が高い経営の経営管理の特徴や、こうした

管理と経済性との関係を整理することで、経営管

理のあり方や取り組むうえでの条件を明らかにし

たいと考えています。�
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図　農業アドバイザー主催の展示会において�
　　約30品種の小麦を見学する生産者�
　　（2013年6月20日撮影）�

ドイツにおける小麦栽培と品種普及�

現地便り�

関根久子（せきね ひさこ）�
中央農業総合研究センター・農業経営研究領域・主任研究員�

　農研機構の在外派遣制度でドイツ連邦共和国

チューネン研究所に客員研究員として１年間滞在し、

ドイツの小麦作経営の概要、小麦作技術、品種開発・

普及に関する調査研究を行いました。�

　日本では水稲が基幹作物ですが、ドイツでは農

家の６割以上、耕地面積の４分の１で小麦を栽培し、

小麦が中心作物の１つとなっています。小麦の自

給率は、日本の12％に対して236％と高く、パン・

菓子用のみならず飼料にも用いられています。ま

た収量も、日本の379kg/10aに比較しドイツでは

733kg/10aと高水準にあります。�

　日本最大の小麦産地、北海道十勝地方では、ば

れいしょ→小麦→てん菜→豆類の４年４作を理想

とし輪作を行っていますが、ドイツのニーダーザ

クセン州南部では、てん菜 or 菜種→小麦→小麦

or 大麦の３年３作、あるいは、てん菜 or 菜種→

小麦→小麦→大麦の４年４作を行っています。ド

イツの小麦も十勝地方と同じ秋播きが中心ですが、

ドイツでは暖流の影響により秋と冬の気温が十勝

地方ほど低下せず、てん菜収穫後の小麦播種が可

能となっています。また、菜種栽培により線虫が

増え、てん菜に悪影響を及ぼすと考えることから、

両作物を同一の輪作内で栽培しません。�

　施肥については、基肥は行わず追肥を３回に分

けて行っています。これは、地下水汚染防止のた

めに資材投入量に対する規制があることから、小

麦の生育に必要な時期に肥料を施用するという考

えに基づきます。�

　また、品種の開発～普及・定着のプロセスにつ

いても日本とドイツの小麦作で大きく異なります。

北海道では１経営当たりの栽培品種数は１～２に

とどまりますが、ドイツでは数十品種の中から３

～６品種を生産者自身が選択し栽培しています。

小麦の取引については、日本では品種混合の回避

は必須事項ですが、ドイツではグループごとに取

引され、グループが同一であれば品種は混合して

販売することも可能です。�

　生産者は公的機関や種苗会社が公表する情報を

利用したり、契約する農業アドバイザーの展示会

で現物を観察したりしながら各品種の特性を把握

し（図参照）、自身の圃場の特徴や輪作体系を考

慮し、栽培する品種を決定します。新品種の導入は、

毎年のように圃場の一部で行われ、適していると

判断された品種は翌年も継続して栽培されます。

このような各経営の行動は、ドイツ全体における

品種の導入を促進し、新しい品種が次々に導入さ

れる状況を作り出していますが、こうした点が、

最初に述べた高い小麦収量を達成している要因の

１つと言えます。�

�



　現場で生起する問題を取り上げ、問題解決に寄与、
貢献することは、農業研究の立脚点といえます。
さらに、農業経営に係る問題が複雑化するとともに、
意欲的な農業経営体が形成されてきた今日、農業
経営研究が現場の問題解決を図っていくには、研
究対象となる経営者とともに考え、実践し、それ
を理論化して、さらにそれを再び経営者や現場に
フィードバックすることを通じて、理論として確
立していくことが重要となっています。�
　本号の巻頭言「臨床農業経営研究への道」は、
これまで福井県において実践的な農業経営研究に
取り組んでこられた福井県農業試験場の朝日企画・
指導部長に執筆をお願いしました。「臨床農業経
営研究」とは、直接的には、同農試における経営
研究再発足に当たって目指す方向とのことですが、

その中には上記のようなことが含意され、我々に
も共通する点が多いと考えます。�
　本号で紹介した成果の中でも、中山間地域の直
売所の「出張直売」の成果は、研究成果を直売所
に実際に持ち込み、現場での社会実験的な取り組
みも行いながら進めている研究の成果です。また、
新規就農者向けの経営管理チェックシートも、普
及センターの方と共同で新規就農者への試行を行
いながらまとめた成果であり、いずれも今後の利
用が期待されます。�
　このほか、本号では、農地の面的集積に関する
成果や、農業経営の実績評価・改善計画策定の支
援システムの成果など、通常より増ページして成
果を紹介しておりますので、ご活用頂ければと思
います。　　　　　　　　　　　　　（仁平　恒夫）�

編集後記�
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商店街広場での出張直売� ドイツニーダーザクセン州の小麦圃場における
追肥作業。�
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